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第８回とちぎ地域・自治フォーラム 
とちぎ地域・自治研究所は、９月２１日に開催した理事会において下記のような概要で

「第８回とちぎ地域・自治フォーラム」を開催することとしました。フォーラムの開催は２

年ぶりとなります。 

「社会保障と税の一体改革」と称して消費税増税が強行されようとする一方、社会保障は

充実どころか各分野で改悪が推し進められようとしています。「一体改革」の中味を良く学

び各分野の運動を交流して、消費税増税・社会保障改悪に抗する国民運動を展開する力を身

につけましょう。詳細は追ってお知らせします。 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

※ フォーラムの内容についてご意見･ご希望等ありましたら事務局までお願いします。 

○ 「さようなら原発！栃木アクション１１．１０」のご案内 大 木 一 俊    

○ 第 55回自治体学校 in新潟 現地分科会参加報告 野 村 節 子 

○ 学童保育新制度に向けてのアンケートの実施とその結果について 大 島 政 雄 

２ 

３ 

５ 

◆日 時 １１月２３日(土)午後１時～５時 

◆場 所 宇都宮市横川地区市民センター ホール 
（ 宇都宮市屋板町576-1） 

◆テーマ 「社会保障と税の一体改革と課題（仮称）」 
   ○ 基調講演 講師 日野秀逸氏（東北大学名誉教授） 
   ○ 報  告 

・子ども・子育て支援新制度への対応（保育関係者） 
    ・高齢者福祉の大幅な改悪への対応（高齢者施設関係者） 

・医療改悪にどう対応するか（医療関係者） 

mailto:tochigi_jichiken@lycos.jp
http://members.tripod.co.jp/tochigi_jichiken/


２ 

※ 副理事長の大木一俊弁護士から「さようなら原発！栃木アクション１１．１０」の案内が

ありました。同封のチラシもご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「さようなら原発！栃木アクション１１．１０」のご案内 
２０１１年３月の福島第一原発事故は、国や電力会社が唱えてきた原子力安全神

話を根底から覆すとともに、その被害たるや、住民の平穏な生活を根底から破壊す

るだけでなく、広範かつ長期に及ぶ未曾有のものであることを明らかにしました。

また、原発は将来世代に、使用済み核燃料その他の放射性廃棄物の処理という、高

いツケを回していることを気付かせてくれました。 

脱原発は時代の流れであり、国民の多数が望むところであるにもかかわらず、安

倍政権は原発の再稼働や輸出に意欲的であり、予断は許されません。私たちは、脱

原発が国民の意思であることを、継続的に示す必要があります。 

私たちは、昨年、立場の異なる県内各層の市民が「脱原発」の一点で結集して、

「さようなら原発！栃木アクション 11．11」を実施したところ、２５００名を超え

る参加者を集めることができました。 

私たちは、脱原発の実現のためには、2013 年以降も宇都宮市内で脱原発パレード

を行うことが必要であるとの認識で一致し、今年も 11 月 10 日（日）に、宇都宮城

址公園を集合場所にして、３０００人規模で実施することにしました。 

現政権の原発推進の姿勢を改めさせるためには、より多くの参加者を集め、この

パレードを成功させることが必要です。是非とも、ご家族、知人を誘ってご参加く

ださい。 

「さようなら原発！栃木アクション」実行委員会 

代表 弁護士 大 木 一 俊 
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第５５回自治体学校 in新潟（８月３日～５日） 参加報告  

現地分科会「東電・柏崎刈羽原発視察と立地自治体の運動交流」に参加して 
野 村 節 子（会員、前栃木県議） 

 

８月３日～４日、「第５５回自治体学校

in 新潟」の現地分科会で、東電柏崎刈羽原

発と電源３法交付金で建設した施設などを

視察しました。同原発は、栃木県から約９

３㎞にあり、県の地域防災計画の対象です。

助言者として地質学の立石雅昭新潟大学名

誉教授、柏崎市と刈羽村の日本共産党議員

団が同行しました。 

 構内に入るには念入りな身分証明を求め

られ、構内の写真撮影も禁止されています。

自由に見学できるサービスホールで東電職

員の説明を聞き、バスで構内を見て回りま

した。 

 驚いたのは、東電による「福島第１原発

の状況」説明。いまだ収束せず汚染水流出

が問題になっているのに、①津波の備え、

②電源喪失時の電源復旧と冷却の手だて、

③原子炉損傷時の水素や放射生物質の放出

を減らす手だてが不十分、などと早々と

「教訓」を結論づけていました。国の新規

制基準にそって、防潮堤の建設、フィル

タ・ベントの設置、電源確保、冷却水確保

などをすすめ、再稼働に向けた安全審査の

早期申請を着々とすすめていることに怒り

がわきました。 

 電力会社はこれまで｢止める、冷やす、

閉じ込める｣を安全対策の三原則と言って

きましたが、立石氏は「原子炉格納容器内

の排気のためのフィルタ・ベント設置は三

原則が崩れたことを示す」と指摘、防潮堤

についても「津波がカベを駆け上がる力を

考慮しておらず、安全とは言い難い」と話

していました。 

 また東電は、「使用済み核燃料プールの

容量はあと３年で満杯」、そのあとは「六カ

所村に持って行く」と説明。しかし六カ所村

の貯蔵施設もほぼ満杯で後始末の見通しがた

たないのに、相変わらず原発を「低コストの

エネルギー」と言い続けていることに唖然と

しました。 

 電源３法交付金で建設された刈羽村生涯学

習センター「ラピカ」、柏崎市「夢の森公園」

なども視察、りっぱな施設に驚きました。日

本共産党議員団は「祭でも何でも東電の寄付

だのみだった」と依存体質がつくられてきた

ことを指摘していました。  

 柏崎刈羽原発は０７年７月中越沖地震の

時、震度７の激震で「ひとつ間違えば

炉心溶融の過酷事故に至る寸前」だっ

たといいます。今回の視察で、交付金

よりも大事な住民の命と安全を守る自

治体の役割について認識を深め、「危険

な原発は、なくす以外の安全対策はな

い」と痛感しました。 

 

（※本稿は、「栃木民主新報 9 月号外」

に掲載したものです。） 
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東電のサービスホール入り口でチェックをうける 原子炉の模型の前で東電社員の説明を聞く 

完成した防潮堤。東電のパンフレットより転載 
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学童保育新制度に向けてのアンケートの実施とその結果について 
 

            大 島 政 雄（栃木公務公共一般労働組合委員長・研究所理事） 

 

１ 学童保育をめぐる動き 

学童保育に関する施設基準や開所時間、

指導員の処遇、資格などについては、   

２００７（平成１９）年に厚生労働省が指

針を示しただけで、現在全国で２万１千か

所、利用児童が８５万人、指導員が８万６

千人が従事している事業としては、今まで

その扱いがおざなりであったと言える。 

これが、昨年大きな紆余曲折があり、

かつ今後の課題も数多いとはいえ、子ど

も・子育て関連３法案が成立し、保育園

や幼稚園の基準変更などと同様に      

２０１５年度から、学童保育にあっても

重要な変更がなされることになった。 

それは、受け入れ児童の年齢条項の撤廃、

市町村がこの事業の設備運営について条例

化をすること、財政的な位置付け（消費税

増税を前提としており問題あり）について

一定の方向が出されたことにある。 

  

 ２ 市町に対するアンケートの実施 

１）学童保育指導員の処遇は、約８割が

非正規雇用、７割が年収１５０万円以

下となっていて、勤務時間が短い就労

タイプなどがあるにしても、指導員を

しているなどとは誇りをもって言えな

い職業である。指導員関係団体の要望

も受け、今回、関連３法案により指導

員の資格や配置に関する基準を決め処

遇の改善のため必要な対策をとること

になった。 

これらを、踏まえて、県内の自治体

が処遇の改善を含め新制度の学童保育

事業（放課後児童クラブ）の実施に向

けて、今年度８月時点でどのような取

り組みをしているか、また今後のスケ

ジュールなどを調査したものである。 

また、アンケートと同時に各市町長

に対し、子ども・子育て支援３法に沿

った学童保育事業が実施できるよう要

請書も送付している。 

２）アンケートは、２５自治体（岩舟町は

省く）に対して行い、２１自治体から回

答があった。集計結果合計が２１となら

ないのは、回答の選択肢を選べずに具体

的な回答を頂いたものがあり、これらは

計数に入れていないからである。 

 

３ アンケート結果についての分析 

１）「子ども・子育て会議」の設置について 

２０１２年８月に子ども・子育て３法

案が成立し、この年度から実施に向けて

準備がすすめられており、最初に取り組

まねばならないのがこの会議の設置であ

る。市町においては設置は努力義務とさ

れているが、アンケート結果を見ると 

１７自治体が今年度中に設置を予定して

おり、新制度に向けて概ね準備を始めて

いると言える。これから検討すると回答

があった３自治体はいずれも「町」であ

り、市は全てが今年度中としている。 

  

  

 

 

 

アンケート結果  

・今年度中に設置   １７自治体 

・来年度中に設置    １自治体 

・これから検討する   ３自治体 
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２）「市町子ども・子育て会議」のメンバ

ーについて 

会議の構成メンバーについては、今後

検討していくという自治体が圧倒的で、

ほぼ決定しているのは１市である。検討

中とこれから検討するを合わせると１５

自治体となり、また視野に入っていない

自治体もあり、今後の取り組みが急がれ

る。構成メンバーには、有識者だけでな

く、現場で毎日保育を行っている指導員

を是非入れていただきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

  アンケート結果  

 

 

 

３）「地域子ども・子育て支援事業計画」

策定のためのニーズ調査について 

これは支援計画策定の指針とする重要

な調査であり、各自治体とも取り組みを

進めていて、今年度実施が１５自治体

（市は１市を除く）、来年度が２自治体

となっている。しかし、検討中が４自治

体あり、遅くとも次年度中の実施が求め

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）「地域子ども・子育て支援事業計画」

策定について 

国が今年度に計画策定の基本方針を作

成し、これを受け、ニーズ調査結果を踏

まえ各自治体が事業計画を策定すること

になる。来年度１７自治体が策定を予定

しているが、４自治体が時期未定として

いる。この４自治体は、いずれも「町」

であり、この中には来年度までにニーズ

調査を行うという自治体が２か所あるの

で、この自治体では時期未定とせず是非

来年度中に計画を策定していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

５）国基準を受けて制定する学童保育基準

の条例について 

国が今年度に学童保育基準を作成し、

各自治体はこの基準を参考に条例を策定

することになっているので、事業を法律

どおり実施するには来年度に条例を制定

する必要がある。このスケジュールどお

り計画しているのは、５自治体で、時期

未定、今後検討等が１５自治体で条例化

については遅れが目立つと言える。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート結果  

・指導員を構成メンバーに入れる  

１自治体 

・構成メンバーについて検討中  

５自治体 

・これから検討する  １０自治体 

・当分の間検討しない  ４自治体 

 

アンケート結果  

・今年度中に実施   １７自治体 

・来年度中に実施    １自治体 

・これから検討する   ３自治体 

 

アンケート結果  

・今年度中に策定   ０自治体 

・来年度中に策定  １７自治体 

・これから検討する  ４自治体 

 

アンケート結果  

・来年度中に制定予定  ５自治体 

・条例化時期未定    ３自治体 

・今後検討する    １１自治体 

・当分の間行わない   １自治体 
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６）指導員の配置基準について 

指導員の資格と人数等の配置基準は、

国の基準に従うこととされている。また

指導員は、現在のような非常勤が前提の

体制ではなく、常勤職員を導入すること

が検討されている。この方向に沿って、

各自治体で計画を進めて頂きたいところ

だが、回答を見ると常勤職の配置を検討

している自治体はなく、否定的なところ

が４自治体、今後の検討としているとこ

ろが１４自治体である。財源の問題もあ

るが、各事業所には一定数の常勤職員を

配置し、学童保育指導員の仕事を生涯の

仕事、そして誇りをもって働ける仕事と

できるような給料をはじめ待遇面での改

善が必要である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７）２０１５実施に向けた一括交付金を含

めた予算措置について 

２０１５年に新規事業として実施する

には、来年度の予算編成の際に計上する

必要があり、５自治体が予算措置を予定

している。しかし、１４自治体が実施時

期未定または再来年度実施を目指すが予

算措置については不明としており、現時

点では法律どおり事業実施する自治体は

半数以下となる可能性がある。 

  

  

 

 

 

 

 

 

４ まとめ 

１）子ども・子育て会議、ニーズ調査、

支援計画の策定については、かなりの

自治体で取り組んでおり、新制度発足

に向けて取り組みを始めていることが

うかがえる。しかし、指導員の処遇に

関わる常勤職員の配置や予算措置の考

え、会議の構成メンバーへの参画の面

では、現時点では全体として軽視され

ていると言える。 

指導員の処遇改善と位置づけの明確

化について、新制度の趣旨を取り入れ

る必要がある。 

２）栃木県では、「県子ども・子育て審議

会」をこの６月に条例で制定し、９月

に初会合を持つ予定である。ここでは、

地域の実情に合った子育て全般につい

て協議し、支援策について関係者の意

見を聞くことが目的となっている。 

この審議会と市町の会議がそれぞれ

の目的を十分に発揮し、子育て事業と

これに関わる労働者の処遇の改善が図

られることを期待する。 

 
 

 

 

アンケート結果  

・常勤職員の配置を検討している 

０自治体 

・常勤職員の配置は難しい    

４自治体 

・これから検討する １４自治体 

・当分の間検討しない １自治体 

 

アンケート結果  

・実施に向けて準備の予定 ５自治体 

・準備を目ざすが予算措置は不明  

２自治体 

・実施時期未定     １２自治体 

・当分の間行わない    ０自治体 
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